
負担割合の判定フロー 

（注）第 2号被保険者、市区町村民税非課税者、生活保護受給者は上記に関わらず 1割負担 

 

  

 ※合計所得金額とは、「地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 292 条第 1項第 13 号に規定す

る合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）

第 33 条の 4 第 1項若しくは第 2項、第 34 条第 1項、第 34 条の 2第 1 項、第 34 条の 3第 1

項、第 35 条第 1項、第 35 条の 2第 1項又は第 36 条の規定の適用がある場合には、当該合計所

得金額から令第 22 条の 2第 2項に規定する特別控除額を控除して得た額をいいます。）」 

 

 

 

本人の 

合計所得金額が 

220 万円以上 

 

 
下記以外の場合 

 
 

3 割負担 
 

         

      

同一世帯の 1号被保険者の 

年金収入＋その他の合計所得金額 

単身：340 万円未満 

2 人以上：463 万円未満 

 

2 割負担 
※2割判定の

フローへ 

(1 割負担) 

         

第 1号 

被保険者 
  

本人の 

合計所得金額が 

160 万円以上 

220 万円未満 

 

 下記以外の場合  2 割負担 

         

    

 

 

 

 

 

 

同一世帯の 1号被保険者の 

年金収入＋その他の合計所得金額 

単身：280 万円未満 

2 人以上：346 万円未満 

 1 割負担 

         

   

本人の 

合計所得金額が 

160 万円未満 

    

 
1 割負担 
 


